
中期経営計画
KAI‐KAKU 150 1st STAGE 「未来へのとびら」

～デジタル＆コンサルティングバンクをめざして～

進 捗 状 況



計数目標 （全体）未来へのとびら

● 中計最終目標達成に向け、堅調な水準で推移。プロフェショナル人材の育成では、190名を超える水準へ拡大。

項 目 19／3期
（実績）

19／9期
（実績）

22／3期
（中計最終目標）

当期純利益 107億円 68億円 100億円

ＲＯＥ（株主資本ベース） 4.32％ 5.34％ 3.7％以上

ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 74.32％ 76.09％ 79％未満

自己資本比率 9.74％ 9.88％ 9.5％以上

総預金平残（譲渡性預金含む） 4兆9,929億円 5兆1,139億円 ５兆2,300億円以上

総貸出金平残 3兆2,462億円 3兆4,688億円 ３兆7,000億円以上

預貸率（平残ベース） 65.0％ 67.8% 70.8％以上

顧客向けサービス業務利益 15億円 13億円 37億円

法人ソリューション手数料 941百万円 478百万円 2,000百万円

プロフェッショナル資格保有者 161人 190人 300人

収益性指標

資本効率指標

効率性指標

健全性指標

成⾧性指標

中期経営計画における計数目標

収 益 指 標

人材開発指標
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中期経営計画の全体像未来へのとびら

● 3つの改革と14の基本戦略で構成される中期経営計画 KAI ‐ KAKU150 1st STAGE 「未来へのとびら 」全体像

組織・人員の効率化
(省人化)

新たな価値創造
さらなる生産性向上

収
益
構
造

組
織･

人
材

Ｉ
Ｔ･

デ
ジ
タ
ル

① トップライン(貸出金収益)の増強

③ 新事業・新分野の開拓

④ 有価証券ポートフォリオの再構築

⑤ 抜本的なコスト構造の見直し

⑥ 組織風土改革

⑦ 組織・人員の効率化

⑧ プロフェッショナル人材の育成

⑨ 経営管理態勢の強化

⑭
Ｅ
Ｓ
Ｇ
／
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
の
取
組
み

② トップライン(役務収益)の増強

⑩ モバイル戦略

⑪ 新ビジネス戦略

⑫ 業務デジタル化戦略

⑬ 店舗デジタル化戦略

３つの改革 １４の基本戦略

収益構造
改革

組織･人材
改革

ＩＴ･デジタル
改革

リアル（対面営業）
とデジタルの融合

コンサルティング・
ソリューション強化 （ダイバーシティ推進）
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収益構造改革 貸出金収益の増強 （全体）未来へのとびら

● 地元中堅中小企業向けや消費者ローンなど貸出金を平残ベースで約5,000億円増強する。

総貸出金 平残計画

１９／３期
（実績）

１９／９期
（実績）

２０／３期
（計画）

２２／３期
（中計最終年度）

預貸率 65.0％ 67.8％ 69.0％ 70.8％ 以上

外貨貸出 平残計画

（単位:億円）

30,845

円貨貸出 外貨貸出

1,617

2,146

32,462

37,043

34,897

＋2,225億円

22/3期19/3期

消費者ローン 住宅ローン 無担保ローン（単位:億円）

（単位:億円）

10,258

13,610
372

492

10,630

14,102

預 貸 率

円貨貸出 平残計画
地域内中堅中小向け融資

10,725

11,841＋263億円 ＋1,454億円

10,988
11,108

20/3期

通期
上期

中計

22/3期19/3期 20/3期
中計

11,684

400

12,084

11,913

408

12,321

上期 通期

22/3期19/3期 20/3期
中計

32,892

1,795

34,688

1,860

35,114

上期

通期

33,254

＋2.8P

（上期：実績 通期：計画）

（上期：実績 通期：計画）

（上期：実績 通期：計画）
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海外事業法人向け

国内事業法人向け

航空機ファイナンス

ポートフォリオの分散を踏まえた積上げ

海外子会社の資金ニーズを確実に獲得

業界動向の精査を前提に航空機需要を獲得

中計期間
500億円

積増し

運営体制の強化と慎重なリスク分析を踏まえながら、優良案件を獲得する。



収益構造改革 貸出金収益の増強 （中堅中小企業向け融資）未来へのとびら

● 事業性評価の深化により、さらなる金融仲介機能の強化を進め貸出金シェアの拡大をめざす。

事業性評価の高度化に向けて

地域内中堅中小企業向け融資の推移 （平残）

18/3期 19/3期 22/3期17/3期

（単位:億円）
愛知県 中堅中小企業向け貸出 期中平残
三重県 中堅中小企業向け貸出 期中平残

8,086

6,968
7,123

3,354

3,755

11,841

2,957

3,166

10,725

10,289

9,925

7,371

事業性評価融資残高

19/3末 19/9末17/3末 18/3末

2,389

3,068

3,721

事業性評価先数

事業性評価にもとづく融資残高と事業性評価先数の推移
（単位：億円）

4,016

1,051先

1,635先

2,167先

2,287先

事業性評価融資
平均利回り

1.186 ％

１９年９月期

円貨貸出金
（平均利回り）

0.86 ％

3,544

10,988

7,443

上期

20/3期

7,524

3,583

11,108

通期

中計（上期：実績 通期：計画）

お取引先応援プロジェクト
事業性評価活動のレベル向上

本 業 支 援

企業価値向上へのソリューション提案

持続可能な
取引へ

支持獲得

取引メイン化

融資取引に差別化・優位性を獲得

営業店
本部
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

外部
機関

連 携

融資シェア拡大 貸出金収益の強化

これまでの事業性評価活動

事業性評価シート作成 ・ 財務改善サポート支援

実態把握に重点

新たな目線での融資実行が可能に
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営業エリア内の住宅ローン需要は10年後まで継続を予想

収益構造改革 貸出金収益の増強 （住宅ローン戦略）未来へのとびら

● 営業エリアの環境分析

住宅ローン推進に向けた外部環境

三重･愛知 両県における住宅着工件数

2014年 2015年 2016年 2017年
0

50,000

100,000

住宅着工件数は順調に増加

※ 国土交通省「住宅着工統計」から作成

2018年

65,746
70,422

72,925
73,997

77,594

（単位:件)
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三重･愛知 両県における将来人口と世帯数予測

9,305

2015年 2020年 2025年 2030年
8,000

8,500

9,000

9,500

（千人)

世帯数は今後10年増加見通し

人口

※ 国立社会保障･人口問題研究所発表「都道府県別人口・世帯数
将来推計値」をもとに作成

（千世帯)

10,000

世帯数

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

9,273
9,169

9,004

3,779

3,868
3,909 3,906



年間実行額

２,０００億円以上
安定的に獲得

未来へのとびら

● 現場営業時間の捻出による営業力強化により、好調であった昨年実績を上回る水準で推移。

住宅ローン平残計画 （単位：億円）

18/3期 19/3期

住宅ローン単年度実行額

729

1,636

18/3期 19/3期17/3期

8,146
8,908

20/3期 21/3期 22/3期
中計 中計

11,913
12,633

13,610

11,684

（単位：億円）

中期経営計画期間中

増加率

年率 ％１３.９

中計年度目標を
上回るペース

中計年度目標を
上回るペース

10,258

上期 通期

2,354

1,335

上期 通期

20/3期

前年度実績を
上回るペース
前年度実績を
上回るペース

収益構造改革 貸出金収益の増強 （住宅ローン戦略）

主力商品 住まいのちから
外部保証に依存しないプロパー商品

審査のスピード化

事務効率化とシステム化
2016年～2018年の成果

事務処理の本部集中化 12,000時間
融資条件管理のシステム化 6,000時間など

万時間の営業部門の事務負荷を軽減３
営業時間の捻出に成功!営業時間の捻出に成功!強み

住宅ローン担当者一人あたり年間獲得額

18/3期 19/3期17/3期

９

１２

１６（単位：億円）

期間 人員
17年3月期 146人
18年3月期 141人
19年3月期 149人

住宅ローン担当者数

上期 通期上期 通期

1,058

（上期：実績 通期：計画）

（上期：実績 通期：計画）
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住宅ローン推進施策と計数計画



未来へのとびら

● コンサルティング機能発揮の取組み事例 ～ ＰＦＩ 事業 へのプロジェクトファイナンス ～

ＰＰＰ／ＰＦＩ プロジェクトファイナンスの推進

豊橋市バイオマス資源利活用設備

ＰＰＰ／ＰＦＩ 事業向け

プロジェクトファイナンス 初参画

2002年4月 桑名市図書館等複合施設事業

ＰＦＩ融資引受額累計 （単位：億円）

19/3

全国の ＰＰＰ／ＰＦＩ 事業に参画

所在地 件数 累計取組件数

愛 知 １７件

東 京 ０８件

大 阪 ０６件

三 重 ０５件

神奈川 ０４件

静岡 ほか ０８件

48 件

ｱﾚﾝｼﾞｬｰ案件
22件

約210億円

うち

19/9

地銀トップクラス
の実績

15/314/3 16/3 17/3 18/3

413
431

480

526

550
561

581

ＰＰＰ／ＰＦＩ 事業の啓発活動

国 ・ 地方公共団体

厳しい財政状況
人口減少

インフラ・公共施設
老朽化対策

内閣府・三重県内の地方公共団体と
みえ公民連携共創プラットフォーム

課 題

連携

産

学 金

官

2017年11月設立

セミナー・各種勉強会

情報 やノウハウの取得共有

PPP･PFI事業の活性化⇒ファイナンス案件創出へ

ＰＰＰ･ＰＦＩ
地域プラットフォーム

協定制度
協定先に採用

三重県伊賀市小学校給食センター

東北から九州まで全国区での引き合い

収益構造改革 役務収益の増強 （法人ソリューション手数料）

2019年５月
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581億円

内閣府･国交省



収益構造改革 役務収益の増強 （法人ソリューション手数料）未来へのとびら

● お客さまの経営課題に対するソリューションメニューを拡充・支援体制を強化し、非金利収入の増強を図る。

法人ソリューション手数料の増強

法人ソリューション手数料実績と計画

19/3期
実績

20/3期 22/3期
中計

155

66

85

124

368

209

82

157

59
50

381

121

71

9
42
44

190

（単位：百万円）

2,000

1,116

941

478

ビジネスマッチング手数料

102

18/3期 19/3期

82
71

７１ 百万円（単位:百万円）

ストラクチャード･ファイナンス関連手数料
(単位:百万円) １９０ 百万円

（2019年9月末実績）

Ｍ＆Ａ等手数料

127
147

316（単位:百万円）

18/3期 19/3期

121

209
232

上期

通期

50
63

上期
通期

155

１２１ 百万円

148 146

368

18/3期 19/3期 20/3期
（上期:実績 通期:計画）

190

381

上期

通期

上期

M＆A等手数料

ｽﾗｸﾁｬｰﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽ関連

ビジネスマッチング

デリバティブ

私募債

ＩＴデジタル関連

その他

316

通期

（上期：実績 通期：計画）

◇ 約1,500先ある純資産
３億円以上のターゲット
へのアプローチ強化

◇ 建設業者との提携先拡充
による不動産ＢＭの本格
稼働、ＡＩやＩＯＴ関連
ＢＭの新規展開を実施。

311

◇ 全国から引合いのある
PPP/PFI案件の実行や、
事業承継と連携したLBO
ローンの獲得を見込む。

20/3期
（上期:実績 通期:計画）

20/3期
（上期:実績 通期:計画）

（2019年9月末実績）

（2019年9月末実績）
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収益構造改革 役務収益の増強 （預り資産関連手数料）未来へのとびら

● お客さま本位のニーズに応じた預り資産提案で、預り資産浸透率を高め、関連手数料の増強を図る。

預り資産浸透率を意識した預り資産販売戦略

預り資産関連手数料

19/3期
（実績）

19/9期
（実績）

20/3期
（計画）

22/3期
（中計）

投資信託 820 405 961 1,176

保 険 993 573 1,133 1,396

金融商品仲介 68 65 128 225

４０１Ｋ 79 50 93 100

合 計 1,961 1,094 2,317 2,897

（単位：百万円）

（単位:億円）

総預金残高 （年度末） ※譲渡性預金除く

預り資産残高（年度末） ※銀証合算
預り資産浸透率（％）

預り資産残高

総預金残高＋預り資産残高

＝

銀証連携で
預金と預り資産を

一体で管理
19/3期 20/3期

（計画）
21/3期
（計画）

22/3期
（計画）

預り資産浸透率（銀証合算）の推移と計画

48,829

4.41％

5.27％
5.08％

4.88％

2,689

2,834

49,552
50,270

50,988預り資産浸透率

2,255

預り資産浸透率

営業体制変革による効果

セグメント別の
営業担当者配置

百五証券との連携
強化による新体制

ほけんの相談窓口
営業拠点効率化

2,544

19/9期

48,624

4.52％

2,303

セグメント別の
的確なコンサルティング

提案が効果発揮

法人先への金融商品
仲介の販売機会増加

保険契約数の伸⾧
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＋48億円



組織・人材改革 ダイバーシティ推進未来へのとびら

● 多様な働き方をする人材が活躍できる職場を創出し、働きがい・一体感のある組織をつくる。

ダイバーシティ推進
女性活躍に向けた取組み

女性行員キャリアアップ研修

国家資格 キャリアコンサルタント 名 配置２
キャリア形成の環境づくり

･育児休業の前中後面談を充実化
･自己啓発の支援 など

テレビ会議システムを活用した面談ライフイベント前の女性行員を対象

スムーズな職場復帰につなげる

女性管理職の推移とめざす目標

10/3末 12/3末08/3期

3名

(1％)

4名

(1.4％)

16/3末 18/3末 19/3末14/9末 24/3末

6名

(2％)

9名

(3％)

13名

(4.2％)

14名

(4.6％)

22名

(7.4％)

10％

女性支店⾧相当職人数
女性係⾧職以上人数

92名

(7.6％)

107名

(9％)

115名

(10.1％)

119名

(10.8％)

145名

(13.1％)

175名

(15.9％)

181名

(16.5％)

20％

･若手女性行員対象の
「女性行員キャリアアップ研修」

⾧期的なキャリアを描く機会

行動計画
目標

障がい者 雇用の展開

障がい者雇用者数と雇用率

17/6 18/6 19/616/6 19/10

77人

法定雇用率
2.0％

雇用率引上げ
2.2％へ

80人
84人

93人
94人

障がい者雇用者数
障がい者雇用率

（チャレンジド）

能力開発の支援業務開発と職場づくり推進
･チャレンジドが活躍できる
業務開発や人事制度改定

･働きやすい職場環境整備

特例子会社認定後 退職者実質ゼロ

2.09％
2.15％

2.24％

2.51％

％2.59

能力開発として企業説明会で
人前で話す･見てもらう訓練

･チャレンジドの能力開発研究
･チャレンジド各人の能力と

業績貢献に応じた評価体制

手形小切手帳や入金帳の制作
毎年、業務スキルが向上中

百五管理サービス株式会社の取組み特例子会社
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組織・人材改革 店舗ネットワークの最適化未来へのとびら

● 店舗ネットワークと顧客利便性を維持しながら、非効率な営業エリアの重複解消による効率化を進める。

店舗内店舗方式による機能集約 出張所のダウンサイジング

Ａ 支店

Ｂ 支店

Ａ 支店
Ｂ 支店

新設
プラザ

実施例 「木屋町プラザ」

（ 行員 １名 、パート ２名 ）

・取扱業務の縮小

⇒ 現金取扱 ・ 相談業務

・昼食休憩設定

⇒ 12：00 ～ 13：30 

① 取扱業務の縮小

② 営業時間の変更

③ 平日休業の設定

「１０５プラザ」 の展開

少人数での店舗運営

（行員２名 パート２～４名）

統 合

Ｂ支店の店舗を出張所へ

営業エリア内における
店舗の重複解消

お客さまの
利便性を維持・確保

計 画 中計３年間で 店舗をめざす16 計 画 中計３年間で 店舗をめざす10
2019年度 2020年度 2021年度

５店舗 ５店舗 ６店舗

８店舗 ６店舗
55人

捻出人員
2019年度 2020年度 2021年度

当初
計画

現在
計画

５店舗 ５店舗 ー

７店舗 ３店舗 ー
20人

捻出人員

出張所ダウンサイジングを優先しながら実行 計画比前倒し実行中

うち４店舗 実施済

当初
計画

現在
計画

２店舗
うち１店舗 実施済
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新たな収益源として期待

ＩＴ・デジタル改革 モバイル戦略①未来へのとびら

● 積極的なキャッシュレス化への対応とスマートフォンバンキングアプリのサービス開始でさらに便利な銀行へ。

キャッシュレスサービス展開による収益源の獲得
当行の既存キャッシュレスサービス

バーコード決済サービス

ＱＲコード決済サービス

サービス開始

日本初

2017 年 7 月

◇ バーコードＰａｙ
三重県内約半数の市町村税の納付が可能。
2020年4月から三重県自動車税納付にも対応。

◇ OrigamiPay
オープンAPIとの連携を活用したサービス提供。

サービス開始
東海地区

初

2018 年 12 月

新たなキャッシュレス決済サービスの展開

利 用 者

2019年10月取扱開始

店 舗

現金チャージ不要

売上入金の早期化

銀行口座から直接お支払いできる
ＱＲコード決済

代金決済後 営業日で
加盟店の口座に早期入金

３

お客さま向けアプリの
口座登録を推進

～東海地区の地銀初～

事業者向け加盟店業務開始

10月の取扱開始から現在まで…

加盟店申込み件数 突破1,000店
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ＩＴ・デジタル改革 モバイル戦略②未来へのとびら

● スマートフォンバンキングアプリのサービス開始でさらに便利な銀行へ。

スマートフォンバンキングの確立に向けて
スマートフォンバンキングアプリのサービス開始

非対面チャネルの
充実化

コスト削減
（印紙税･通帳発行費用）

将来の小型ＡＴＭ化

「 いつでも 」 「どこでも」 「かんたんに」銀行取引を

スマート通帳機能

窓口サービス機能

案内･通知機能

＜ 対象 ＞ すべての当行口座保有者（キャッシュカード発行口座）

◇ 紙通帳からスマホ･デジタル通帳へ 完全通帳レス化

◇ 銀行窓口からスマホ画面へ お取引･お届け･手続きをスマホで

◇ お客さまへのご連絡･ご案内 スマホを通じたお客さまとの接点

第１
フェーズ
2019年

11月 口座残高表示 口座明細表示（最大１０年分まで可能）

諸届出・諸契約振込・振替 口座開設 各種照会

口座への大口入金通知 お引落し時の残高不足通知 など

第２
フェーズ
2020年
6月予定
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未来へのとびら

● Ｉ Ｔ・デジタルを活用した業務プロセスの抜本的改革を検討開始。

デジタルを活用した業務改革に向けて

店 舗

デジタル活用の方向性

営業担当者の事務負担軽減
･ 店舗外での顧客との書類預り物件

記録処理を紙からスマホアプリへ
･ 店内での書類保管記録と管理

のシステム化
事務負担軽減、印紙税削減

事 務営 業②

検討を進める業務デジタル戦略

生体認証･スマホによる店舗リスク軽減
･ 店舗内外の施錠鍵と警備セットの

電子化
･ 金庫施錠セキュリティの

電子化
管理事務・リスクの軽減

チャットbotによる事務負担軽減
･ 多人数配置する本部ヘルプ
デスクのＡＩ活用

･ 事務要綱検索などの効率化
･ 365日/休日営業時の問い合わせ対応
問い合わせ事務軽減、顧客向けサービス

営 業①

AIによる融資審査や
お客さま向け金融商品提案

（実証実験開始）

･ ㈱ココペリと融資審査への活用に
関する実証実験開始

･ 金融商品の購買確率予測に関する
実証実験を開始

スマホアプリ機能・ＡＩの活用による銀行業務のデジタル化

営業力強化・人員捻出と人員再配置へつなげる
33
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